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要旨 

日本では、2000 年の IT 戦略本部の設置以来、行政における電子化が政策課題とされてき

た。行政における電子化のなかでも主な取組みとして、行政手続の電子化(オンライン化)

があげられる。具体的には、「オンライン利用拡大行動計画」を掲げるなど、行政手続の電

子化が推進されてきた。しかし、実際には電子化されたものの利用されない手続も存在し、

その一部は利用停止される事態に至っている。本研究では、電子化された行政手続の利用

が伸び悩んだ理由として、利用者中心の思想のもとで電子化が進められなかったというこ

とをあげる。そして、行政手続協力費用を削減することこそ利用者中心の思想を具現化す

るものであるという問題意識のもとで、いまだオンライン化が実現していない手続として

古物商許可申請手続を取り上げ、この手続に要している手続協力費用を試算し、その削減

モデルを構築することが本研究の目的である。 
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Abstract 

In Japan, since the IT Strategy Headquarters established in 2000, digitization in the 

public administration was recognized as a policy problem and it have been implemented 

various measures. Specifically, the Japanese Government advocated "Online use 

expansion action plan" and promoted the digitization of the administrative procedure. 

However, there are systems that are not actually used. Then some of those systems 

were led to suspension. In this study, it assumes that digitization that was not pushed 

forward under the user-centered thought as the reason why the use of the 

administrative procedure failed to rise. Therefore, it premises that it embodies 

user-centered thought to reduce administrative procedure compliance costs. Based on 

the premise, it pays attention to a dealer in second handed articles permission 

application procedure as the procedure that digitization is not yet realized and 

calculates administrative procedure compliance costs. The aim of this article is to 

construct an administrative procedure compliance costs reduction model. 

Keywords: E-Government, Digitization of Administrative Procedure, On-Line 

Systematization, Compliance Cost Reduction Model 



１ はじめに 

2000 年代以降、世界各国で、行政活動における電子化の取り組みが進められてきた。日

本でも、2000 年の IT 基本戦略の策定以来、行政における電子化が政策課題とされ、具体

的な取り組みとして行政手続の電子化(オンライン化)が推進されてきた。 

あらゆる行政手続の電子化を目指し、各種の取り組みが日本においてもなされてきたと

ころであるが、日本における取り組みは 2008年に決定された「オンライン利用拡大行動計

画」（2008 年 9 月 12 日 IT 戦略本部決定）が一つの転換点となっている。この計画自体、

オンライン化の推進やオンライン化された行政手続の利用の拡大を謳うものであったもの

の、実際に利用されていないオンラインでの手続については、その利用を停止させること

も含意されていたのである。そのような事態に至った理由としてあげられたのは、オンラ

インでの手続の利用率が低調であったことである。 

本田[2012]では、電子化された行政手続の利用が伸び悩んだ理由として、利用者中心の思

想のもとで電子化が進められなかったという点を指摘した。そして、行政手続協力費用を

削減することこそ利用者中心の電子化を具現化するという問題意識のもとで、行政手続の

電子化における手続協力費用削減モデルを構築する必要性を指摘した。本研究では、それ

を受けて、具体的な行政手続を取り上げ、手続協力費用削減モデルを構想することを研究

の目的とする。 

本研究では、いまだオンライン化が実現していない手続として古物商許可申請手続を取

り上げる。この手続に要している手続協力費用の構造を明らかにし、手続協力費用削減モ

デルを構築するのである。この作業により、新規のオンライン化や利用停止の拡大が基調

となっているとも言える日本の行政手続の電子化に関して、改めての推進と普及の可能性

を見出したい。 

 

２ 行政手続の電子化の課題 

2.1 行政手続の電子化についての課題認識 

行政手続の電子化は、従来は役所の窓口などで受け付けていた各種手続について、申請

者などがオンラインでの手続を行うことを可能とする取組みであった。単に手続をオンラ

インで利用出来るようにするだけでは、利用者にとっての利便性は向上せず、従来は窓口

で行っていた手続について、それをオンラインで行おうという動機が利用者に生じにくい。

この課題は日本政府も認識するところであって、「新たなオンライン利用に関する計画」

(2011年 8月 3日 IT戦略本部決定)では、以下のように述べられている。 

 

申請システムの使い勝手（ユーザビリティ）やオンライン利用の時間的・経済的メリッ

ト等について、利用者の満足度は必ずしも高くなく、依然として利用者から改善を求め

る意見・要望が寄せられているなど、国民・企業等がオンライン利用の利便性を十分に

実感できているかということに関しては、なお改善すべき点がある。その背景には、利

用者の視点に立った業務の分析・見直し、申請システムの設計等が不十分であったこと

が挙げられる」(「新たなオンライン利用に関する計画」 pp.2-3) 

 

行政手続を行う上では、それに向けて必要書類を揃えるなどの事前準備が必要とされる。



普段から行政手続に通じている者であれば、その種の手続のための作業を行うことに抵抗

はないのかもしれないが、多くの行政手続は人生において何度も経験するようなものでは

なく、手続を行うことに抵抗を感じる利用者も多いだろう。多くの利用者(あるいは法人)

にとっては、行政手続きを行う際には、日常の作業や業務を中断する必要があり、行政手

続を行うということ自体にコストが発生しているのである。 

 

2.2 オンライン申請の利用率向上の方策 

 上村他[2012]は、オンラインでの行政手続について、その利用率が低いことが課題である

との認識の下で、その課題の克服のために以下の九点の改善策を提案している。 

 

 ①本人確認方法の簡易化 

 ②使い勝手の向上・事前準備の簡素化 

 ③時間的メリットの向上・利用可能な時間帯の拡大 

 ④金銭的メリットの向上 

 ⑤窓口での申請を上回る利便性の実現 

 ⑥セキュリティやプライバシーへの懸念の解消 

 ⑦ヘルプデスクなど相談・支援体制の充実 

 ⑧添付書類の削減 

 ⑨普及と啓発 

 

 前節では、行政手続を行うということ自体にコストが発生していることを指摘した。改

めて上記の九つの改善策を見ると、①から⑧までは、まさにオンラインで行う手続につき、

そこに付き纏うコストを如何に軽減するのかの策が提言されていることが分かる。それら

の改善策を実行に移す必要があることについては論を俟たないが、それぞれの改善策を全

面的に実行に移すのは現実的ではないと考えられる。 

上記のような改善策を実際に実効あるものとして展開するためには、オンラインでの行

政手続に関する改善策について定量的な検討を加え、実現可能かつ効率的な改善策のパッ

ケージを提案する必要がある。本研究では、その定量的な検討を行う上での立脚点となる

手続協力費用削減モデルを構築することとしたい。 

 

2.3 行政手続協力のためのコスト 

行政手続に伴うコストについては、特に納税に関して、その手続に利用者が協力するこ

とで発生する費用を分析した先行研究が存在する。その代表的なものとして、Sandford et al. 

[1989]があげられる。 

Sandford et al. [1989:3-23] は、納税者が負担するコストを納税協力費 (compliance 

cost) と定義し、そのコストが金銭的コスト・時間的コスト・肉体的精神的コストの三つの

要素から構成されると論じている。本研究は、オンラインでの行政手続について手続協力

費用削減モデルを構築することを目的とするが、「手続協力費用削減」と命名したのは、こ

の納税協力費を巡る先行研究に依っている。 

Sandford et al. [1989] において論じられている金銭的コストは、納税者が税理士に支払



う報酬や税の計算を行う従業員に支給する給与などから構成されている。納税者が納税を

行うに際して具体的に発生している金銭のコストが、この金銭的コストである。 

時間的コストは、申告書の作成やその提出を行う際に要する時間の負担から構成されて

いる。納税者には意識はされていない可能性もあるが、日々の活動でも申告の準備のため

に費やされている時間も存在し、それらも含めて時間的なコストは構成される。 

肉体的精神的コストは、納税に際して納税者が抱く不安感などから構成されている。前

節における改善策の⑥は、この点のコストと関連しているものと考えられるが、普段行わ

ない手続を行うというだけで、そこには精神的な負担がかかる。さらに、申告書を作成し

たり、それを役所の窓口に提出したりする際には、肉体的な負担も発生する。この肉体的

精神的なコストを定量的に計測するのは容易ではないが、納税協力費を構成する重要な要

素とされている。 

日本政府による「新たなオンライン利用に関する計画」でも、手続を行う際に発生する

コストへの言及がある。そのコストは、オンラインで手続を行うための初期費用・オンラ

インで手続を行うための初期設定にかかる時間・操作習熟に係る時間その他のコストであ

る(「新たなオンライン利用に関する計画」 p.5)。それらのコストは、金銭的コストと時間

的コストに対応しているものの、精神的コストについては対応していない。日本における

納税の手続においては、確定申告を扱うシステムである e-TAX のように金銭によるインセ

ンティブを付与して利用促進を図ることも行われている。しかし、それ以外のオンライン

申請などでは、この金銭的なインセンティブの付与すら十分に行われておらず、時間的な

コストや肉体的精神的なコストへの配慮はほとんど行われていない。納税協力費について

分析した横山[2008]も、精神的コストへの配慮の重要性を指摘しており、精神的なコストを

如何に軽減するのかが、行政手続の電子化においても課題になると言えよう。 

 

３ 事例に基づく検討 

4.1 古物商許可証申請手続への着目 

 先に論じたように、既に日本での行政手続の電子化は、対象の手続を拡大する段階から

集約化する段階にある。ただし、2003 年に施行された行政手続オンライン化法は、行政手

続について包括的にオンライン化の対象とし、一部の手続について限定的に列挙すること

でオンライン化の非対象とするという構造を採用していた。それゆえに、少なくとも法律

上は、新たな手続についてオンライン化を試みることが妨げられていない。そのような状

況下で、既に利用停止されてしまったオンライン申請などを再度利用可能にすることも検

討に値するものと考えられるが、それ以上に、いまだオンライン化が実現していない手続

について、改めてオンライン化の可能性を検討することも意義があることであると考えら

れる。 

以下の事例の検証において取り上げる古物商許可証申請は、いまだオンライン化が実現

していない手続の一つである。実現しなかった理由は定かではないが、この手続について

は、許可証の交付の部分が行政手続オンライン化法の第 7 条によりオンライン化の対象か

ら除外されおり、これが申請部分についてのオンライン化の検討を妨げていた可能性があ

るだろう。 

 



4.2 古物商許可証申請手続の構成 

古物商許可申請のオンライン化の可能性については、既に本田[2013]で検討が加えられて

いる。そこで、本田[2013]を参考にして、古物商許可申請手続きの詳細を明らかにする。 

 古物営業法に基づき、古物を取り扱う商売を営もうとする者は、営業所の所在地を管轄

する警察署の防犯係で許可の申請を行わなければならない。営業所が複数の都道府県に存

在する場合には、その営業所が所在する都道府県ごとに許可を得る必要もある。 

古物商許可申請は、必要書類を準備し、窓口で申請を行い、許可証を受領するという一

連の流れを取る。古物商許可申請について、現行制度上は、必要書類を警察署に提出し、

申請場所の警察署から許可・不許可の連絡を待つという手続を踏むことになっているので

ある。古物商許可申請では、許可申請書の他に以下の必要書類の提出が求められている。 

 

A 住民票 

B 身分証明書 

C 登記されていないことの証明書 

D 略歴書 

E 誓約書 

 

以上の他に、必要に応じて以下の書類の提出も求められている。 

 

F 営業所の賃貸借契約書のコピー(営業所が自社ビルや持ち家以外の場合) 

G 駐車場等保管場所の賃貸借契約書のコピー(自動車等の買取りを行う場合) 

H URLを届け出る場合は，プロバイダ等からの資料のコピー(ホームページを開設して

古物取引を行う場合やオークションサイトにストアを出店する場合) 

 

必要とされる書類 A は、本人の住所を明らかにするためのものである。必要とされる書

類 B は、申請者の本籍地の市区町村が発行する「禁治産者(被後見人)、準禁治産者(被保佐

人)、破産者でない」ことを証明する書類である。この Aと Bは、各市町村の役場などで入

手可能である。 

必要とされる書類 C は、東京法務局が発行する「成年被後見人・被保佐人に登記されて

いないこと」を証明する書類を指している。この書類については東京法務局後見登録課か

全国の法務局・地方法務局(本局)の戸籍課窓口で申請することによって入手可能である。全

国のどの地域での申請であっても、この書類については東京法務局から発行を受けなけれ

ばならない。 

必要とされる書類 D は、申請者の最近 5 年間の略歴を記載し、本人の署名又は記名押印

のある書類のことである。必要とされる書類 E は、古物営業法第 4 条に示されるところの

「許可の基準」に抵触しない旨を誓約する書面である。この Dと Eは申請者自身で作成す

る必要がある。そのフォーマットは警視庁などのWebサイトでも入手可能である。 

以上の書類の他に、必要な場合は Fから Hの書類も揃えて，警察署の防犯係で申請を行

うこととされている。申請の際には、手数料として 19000 円を警察署会計係窓口で納入し

なければならない。 



申請手続を行った後は、申請から 40日以内に申請場所の警察署から許可・不許可の連絡

がある。申請が許可された場合には申請者に連絡があり、申請者が警察署に赴き、許可証

の交付を受けることになる。 

 

4.3 古物商許可証申請手続のコスト 

 前節で見てきたように、古物商許可証申請手続では、必要書類を準備し、窓口で申請を

行い、許可証を受領するという三段階を経ることになっている。 

 この手続に協力することで申請者に課されるコストは、手続の各段階について前に示し

た金銭的コスト・時間的コスト・肉体的精神的コストを洗い出すことで試算することが出

来る。 

 

4.3.1 必要書類準備のためのコスト 

 まず、必要書類準備のために発生する金銭的コスト・時間的コスト・肉体的精神的コス

トを見積もる必要がある。 

 必要書類を申請者自身が準備する場合、4.2で示した各書類を集める必要がある。その場

合、役所や法務局に足を運ぶことになり、その各場面で上記の三つのコストが発生する。

さらに、役所で発行される書類については、発行時に数百円の手数料が徴収される。加え

て、申請者にとって役所が遠隔地にあれば、時間的なコストと肉体的なコストもかさむこ

とになる。 

 

4.3.2 窓口申請のためのコスト 

 必要書類を準備した後、警察署に申請に赴くことになる。この段階についても、金銭的

コスト・時間的コスト・肉体的精神的コストを見積もる必要がある。 

申請の段階では、手数料として 19000 円を支払う必要があり、これが金銭的なコストの

主なものである。また、実際に警察署に赴く必要があり、これについては時間的なコスト

と肉体的なコストが発生していることになる。さらに、警察署に赴くこと自体、そこに精

神的な負担も存在するものと考えられる。 

 

4.3.3 許可証受領のコスト 

 許可証の受領にあっても、手数料を負担する以外は、上記の 4.3.2 と同様のコストを負

担することになる。 

 

4.3.4 コストの試算 

ここまでに論じた三つの段階についてのコストは、以下のように表すことが出来る。 

 

古物商許可申請手続協力費用＝書類準備コスト+窓口申請コスト+許可証受領コスト 

 

古物商許可申請手続協力費用を金銭に換算するのは、正確を期するのであれば困難であ

るが、近似値を見積もることは可能である。というのも、古物商許可証申請の代行を行政

書士が請け負っており、その料金表を行政書士事務所のWebサイトを閲覧することで確認



出来るからである。試みに、「古物商申請 代行費用」と打ち込んでWeb検索すると、行政

書士事務所のサイトが見つかる(本稿執筆にあたって、2013年 4月 29日 20時に検索した)。

それらを確認すると、概ね書類準備の代行を含めた手数料の相場は 3～4万円のようである。

そして、これに申請時に警察署で徴収される申請手数料 19000 円が加わり、6 万円程度で

古物商許可証の申請を行うことが可能である。 

行政書士に代行を依頼する場合、依頼をする行政書士を探索し、実際に依頼を行うとい

う段階を踏む必要があり、この段階については、申請者自身が申請を行うのと同様に金銭

的コスト・時間的コスト・肉体的精神的コストが発生する。よって、古物商許可申請手続

協力費用は、6万円プラス行政書士依頼のためのコストから構成されることになる。 

 

４ 手続協力費用削減モデルの構築 

 行政手続に対する協力のコストは、金銭的コスト・時間的コスト・肉体的精神的コスト

の三つの要素から成るとされている。それらの負担を軽減することで、オンラインでの手

続の利用が促進され得るのではないか。これが本研究の依って立つ問題意識であった。そ

こで、前章では、実際の古物商許可証申請について、そのコストの構造を明らかにし、そ

の金銭的な総額を試算した。 

 本研究で取り上げた古物商許可申請手続と同様に、多くの行政手続は必要書類の準備・(窓

口での)申請・(場合によって)受領証の受領という各段階によって構成される。そのうち、

これまで主に電子化の対象とされてきたのは、申請の部分である。申請の部分のみを電子

化した上で、その利用率の低さが問題点として指摘されてきたのである。これでは、課題

の本質は明らかにされないし、改善策を講じたところで、利用率の向上にはつながらない。

考える必要があるのは、手続全体での協力費用を削減する方策である。 

 そこで、前章で示した手続協力費用の式を詳細に見てみる。 

 

 行政手続協力費用 

＝ 書類準備コスト(金銭的コスト、時間的コスト、肉体的精神的コスト) 

+ 窓口申請コスト(金銭的コスト、時間的コスト、肉体的精神的コスト) 

+ 許可証受領コスト(金銭的コスト、時間的コスト、肉体的精神的コスト) 

 

 申請手続の各段階について、それぞれ三つのコストが生じている。オンライン申請に関

して、その利点として強調されてきたことは、主に窓口申請コストの中でも時間的コスト

の削減が図れることであった。そして、e-TAX のように金銭的なインセンティブを付与す

る場合には、行政手続協力費用全体から一部の金額を減じるかたちが採用されていたと解

される。ここで、2.2で参照した上村他[2012]で示された改善策について、上の式に対応さ

せてみると、以下のようになる(括弧内は略字にした)。 

 

行政手続協力費用 

＝ 書類準備コスト(金、時①・②・③・⑧、肉精⑦) 

+ 窓口申請コスト(金④、時①・③、肉精⑤・⑥・⑦) 

+ 許可証受領コスト(金、時①・③、肉精⑤) 



 

 例えば、改善策①である本人確認方法の簡易化を行うことは、手続の各段階における時

間的コストの削減に資する。改善策④の金銭的メリットの向上は、行政手続協力費用全般

に効果のある策であると考えられるが、とりわけ、窓口において手数料が徴収される場合、

それを減額すれば、利用者にとっても分かりやすいコスト削減となる。本研究で取り上げ

た古物商許可証申請では、手数料が 19000 円徴収されることから、申請のオンライン化と

引き換えに手数料を大きく割り引けば、それだけで目に見える大きなコスト削減となるの

である。古物商許可証申請における手続協力費用の総額は約 9 万円(プラス行政書士探索コ

スト)であると見積もられたが、手数料の 19000円は、その中で二割程度を占める大きなコ

ストであり、オンライン手続を可能とした場合、その利用の促進のために、真っ先に手数

料の削減が検討される必要があるだろう。 

 古物賞許可証申請については、警視庁のWebサイトに、「提出いただいた申請書や各種届

出は、コンピュータでデータ管理されます。正しく記載されていないと、データが誤って

入力されたり、データの書換が遅れる原因となります。」という記述が掲載されている(警察

庁Webサイト：http://www.keishicho.metro.tokyo.jp/tetuzuki/kobutu/sinsei.htm 最終ア

クセス 2012年 4月 30日)。現行では、申請者が提出した書類については、警察がデータ入

力し直すという作業を行っているのである。申請書や届出についても、最初からデータで

提出可能とすれば、この作業は省かれることになり、申請手数料を割り引く理由も見出さ

れるだろう。 

 その他、各段階につき、そのコストを削減する方策が考えられるところであるが、その

全てを実行に移すのではなく、その改善策によって軽減されるコストが手続協力費用に占

める割合を勘案し、より効果の大きい策を優先的に行う必要があると結論付けられる。ま

た、現行の手続につき、その手続協力費用が小さい場合、そのような手続をあえてオンラ

イン化する必要がないことも確認され得る。上述の手続協力費用のモデル式は、費用削減

のためとともに、現行の手続の課題を洗い出すためにも利用できるのである。 

 

５ おわりに 

 本研究では、具体的な行政手続を取り上げて、行政手続には金銭的コスト・時間的コス

ト・精神的コストから成る手続協力費用が利用者に課されることになり、その削減を可能

とするモデルを構築する必要性を指摘した。 

日本政府にあっては、行政手続に関する包括的な電子化から一部の手続についての重点

的な電子化へと政策の重心を転換しているため、新たな手続について申請などのオンライ

ン化が検討されるような状況にはない。しかし、今後は、税と社会保障の一体改革に関連

して、行政手続に共通して使用可能となるマイナンバーの導入が予定され、2013年 4月の

段階で、関連法案が委員会を通過している。かように行政手続を取り巻く環境には変化が

見られるのであって、改めて行政手続の電子化が進められる可能性もある。そこで、本研

究で行ったような検討を今後も加えていく必要性は減じておらず、そのような検討を続け

ることが本研究に残された課題である。 
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